
産　　　業　　　構　　　造

１．決算収支の状況 （千円）

２．健全化判断比率

３．決算分析指数等（平成23年度） （千円･%） ６．市町村税の状況（平成23年度）（千円･%）

29.5

14.4

46.0

0.1

1.6

-

4.4

-

４．人件費の状況（平成24年4月1日現在） -

債務負担行為額 10,896,920

2,679,073

11,159,084

積立

その他特定目的基金

5,803,992

金現

基 準 財 政 収 入 額

0.590

財政調整基金

在高

11,655,747

21.22.23
3カ年平均

市町村
民  税

12.8 12.0 -

減収補てん債特例分・臨財債
を経常一般財源から除いた率

純固定
資産税

経常収支 比率

実質収支 比率

2,637,028

個人分

1.5

連結実質赤字比率

- -

- -

5,388,285

82.7

89.0

３カ年平均

25.9

土地開発基金現在高

地 方 債 現 在 高

減 債 基 金

54,451,957

547,919

12,574

288,693

（％）

軽自動車税

12.9

実質公債費比率

区　　分

税　　目

就業
人口

単年度収支

19,238

▲1,874,394

1,099,268

207,766

将来負担比率

収入済額

1,107,694

17
年
国
22
年
国

699,640

地方債現在高比率

市町名 長浜市

人　　　  口

市町コード

国
勢
調
査

住
民
登

人口集中地区人口

121,272人

121,844人

22年

増加率

24.3.31

23.3.31

17年

平成22年度

平成21年度

歳入総額

55,596,300

65,776,163

64,125,873

年  度

平成23年度

平成20年度

年　度

平成22年度

うち臨時財政対策債
発行可能額

基 準 財 政 需 要 額

財政力指数

実質赤字比率

平成23年度

24,535,252

61,408,710

14,919,408

124,498人

124,131人

△0.3％

55,801,982

標 準 財 政 規 模

歳入歳出
差引額

1,922,832

54,149,050

36,794,954

1,652,932

53,673,468

14.1

翌年度へ繰越
す べ き 財 源

21．22．23単年度

1,386,892

積立金現在高比率

65,076,523

歳出総額

182,938

2,717,163

182人

実質収支

535,940

516,702

326,067

特　定　地　域　等　の　状　況

近畿圏都市開発区域、中部圏都市開発区域、辺地地域、振興山村地域、特
定農山村地域、豪雪地帯、農村地域工業導入地域、発電用施設周辺地域、
工場再配置促進地域、低開発地域工業開発区、過疎地域、特別豪雪地帯

Ⅲ－１

32,528人

面　 積
(H23.10.1現在)

人口密度

市町類型

680.79k㎡

252034

31,113人

361,104

148.0

77.8

2,056人

3.7%

繰上償還金

1,520

2,163,267

14.3

鉱 産 税

13,569

17,039

1,291,828

-

760,2392,391,096

積 立 金

5,628

第 ２ 次

23,180人

38.1%

22,065人

702

第 １ 次

2,705人

4.4%

-

265,242

-

50,000

8,305,648

12,575

0.6

0.8

299,412▲9.9

交付金

8,421,038

構成
比

増減率

798,028

保有分

法人分

た ば こ 税

固定資
産  税

特　別
土　地
保有税 取得分 -

1,000,000

1,328,532

-

▲0.7

287,1331.6

15.5

-

-

-

-

-

-

-

25,684

39.3%

積　立　金
とりくずし額

第 ３ 次

34,412人

56.6%

31,936人

57.0%

実質単年度
収　　　支

▲697,558

548,014

970,927

標 準 税 率
超 過 収 入
済 額

-

377,497

5,425,349

基準
税額

×
100
75

-

-

560,405

-

-

４．人件費の状況（平成24年4月1日現在） -

95.9

-

0.2

3.9

-

％

98.9

17.8

95.3

５．公営事業の状況（平成23年度）

人

4

歳 出
うち

広域連合納付金

収 　　 　支

繰　 入 　金

歳　　　　出

95.9

4

千円

千円

千円

千円

歳 　　　入
うち普通会計からの

介護保険事業会計

千円

公　　共
下 水 道

観光施設

被保険者数

980,155

千円

234,107
千円

-

職 　員 　数

人

15,960

人

13,439

集落排水 662,940

301,421

（直診勘定）

うち普通会計からの

歳 入

後期高齢者医療事業会計

うち普通会計からの

514,755

千円

-

18.7

介護施設
（非適）

49,278

現年分
％

98.8

-

- -

-

市 場

31

千円

うち

人

142

-消防職員

歳 出

971

医 業 費

千円

-

225,919

改定実施
年月日

報酬
月額

区　分

千円

848

特  別  職  等

18.2.13

一　　般　　職　　員　　等

675

区　分

一般職員

教育公務員

保 険 給 付 費

うち

議　員

市町長 18.2.13

歳 出

18.2.13教育長

円

人

副市町長

副議長

356

国民健康保険事業会計

加入世帯数

収 支

歳 入

369,780

被保険者数

１ 世 帯 当 り
保 険 税 等 調 定 額

被保険者１人当り
保 険 税 等 調 定 額

被 保 険 者 １ 人
当 り 費 用

11,529,306

千円

148,968

30,776

職 員 数 10

うち普通会計からの

繰 入 金

千円

7,855,645

673,651

11,380,338

202,762

112,153

円

施 設 整 備 費

うち

職員数

人

千円

千円

千円

727

387
合　計

18.2.13

人

28,488

千円

円

（事業勘定）

18.2.13

世帯

17,023

繰 入 金

収 支

職 員 数

歳 入

775

24年4月分
給料総額

41.6

千円

54

-

14,389

繰 入 金

技能労務職員

-

315
千円千円

244,250

１人当り
平　　均
給料月額

42,782

-

千円

-

1,016,094

- -

486,267

310

-

千円

1,017,704

266

国民健康保険事業会計

徴

収

率

市
町
村
民
税 計

滞繰分

94.3

保有税

固
定
資
産
税

都　市
計画税

-

旧法による税

合　　　　計

17,545,646

-

法定普通税計

平均
年令 入湯税

事業所
税

18,296,131

45,029

議　長 18.2.13 445 臨時職員

年　　月

41.4

39.0

50.8

-

301

現年分

上水道

-

普通会計か
らの繰入金

と畜場

事業名

475

611

-

14,040

病 院

滞繰分

14,890,522

-

100.0 ▲0.7

4.5

合

計

▲0.9

-

-

-

-

16.5

-

1,161

職員数

9

滞繰分

--

14,890,522 377,497

-

千円

4,342

収支額

千円

△9,209

427,795 1,524,710

-

％

98.9

計

現年分

377,497

-

-

-

-

-

-

-

49

計

16,252

113,576

1,425,840

9

17

（保険事業勘定）

35

8,335,779保険給付費

8,839,512
うち

人

千円

職 　員 　数

簡易水道

-

-

-

ガ ス

介護施設
（法適）

-

宅地造成

-駐車場

194,121

13.4 -

-法定外普通税

目的税

8,852,951

1,286,263

-

705,456



７.財政構造の状況

増減率 増減率
(B)-(A)

(A) (B) (A)

18,424,005 28.0 5.6 18,296,131 32.9 ▲0.7 18,296,131

516,390 0.8 1.7 505,626 0.9 ▲2.1 505,626

59,969 0.1 ▲0.3 48,457 0.1 ▲19.2 48,457

24,173 0.0 25.7 29,040 0.1 20.1 29,040

9,134 0.0 ▲15.7 6,746 0.0 ▲26.1 6,746

1,067,301 1.6 ▲0.2 1,060,136 1.9 ▲0.7 1,060,136

- - - - - - -

- - - - - - -

161,115 0.2 ▲17.4 144,293 0.3 ▲10.4 144,293

277,748 0.4 27.1 238,975 0.4 ▲14.0 238,975

17,621,272 26.8 14.5 17,777,191 32.0 0.9 17,777,191

19,968 0.0 ▲1.7 19,863 0.0 ▲0.5 19,863

38,181,075 58.0 9.3 38,126,458 68.6 ▲0.1 38,126,458

361,761 0.5 ▲4.8 415,723 0.7 14.9 -

824,869 1.3 1.6 874,632 1.6 6.0 54,613

6,859,158 10.4 ▲24.6 5,552,871 10.0 ▲19.0 190,608

- - - - - - -

3,583,801 5.4 7.2 3,761,870 6.8 5.0 80,383

282,376 0.4 ▲52.3 848,016 1.5 200.3 743,685

3,442 0.0 ▲89.8 5,095 0.0 48.0 -

2,448,531 3.7 ▲37.0 745,746 1.3 ▲69.5 702

2,717,163 4.1 63.7 699,640 1.3 ▲74.3 516,702

4,626,887 7.0 ▲10.5 1,154,749 2.1 ▲75.0 485,137

5,887,100 9.0 39.6 3,411,500 6.1 ▲42.1 2,679,000

- - - - - - -

3,797,900 5.8 64.0 2,679,000 4.8 ▲29.5 2,679,000

17,590,675

505,626

48,457

(千円･%)

一般財源
充当
率

長浜市

う ち 経 常
一 般 財 源

14,927,500

-

平　　成　　２　３　　年　　度

国 庫 支 出 金

交通安全対策交付金

小　　　　　計

分 担 金 ･ 負 担 金

地方特例交付金等

自動車取得税交付金

使 用 料 ･ 手 数 料

平 成 ２２ 年 度

区　　  分

市 町 村 税

地 方 譲 与 税

対前
年度

決 算 額
構成
比

経常一
般財源
充当率

決 算 額
構成
比

1,060,136地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

特別地方消費税交付金

財 産 収 入

寄 附 金

うち臨時財政対策債

繰 入 金

うち減収補てん債特例分

地 方 債

繰 越 金

諸 収 入 29,914

-

144,293

238,975

54,613

-

-

-

49,159

-

Ⅲ－１

-

-

-

-

19,863

34,571,311

配 当 割 交 付 金 29,040

株式等譲渡所得割交付金 6,746

-

地 方 交 付 税

県 支 出 金

利 子 割 交 付 金

国 有 提 供 交 付 金

3,797,900 5.8 64.0 2,679,000 4.8 ▲29.5 2,679,000

(ｱ) 65,776,163 100.0 2.6 55,596,300 100.0 ▲15.5 42,877,288 (ｷ)

(ｲ) 8,224,117 12.6 ▲19.9 8,138,942 15.2 ▲1.0 7,499,144 17.5

8,900,235 13.7 37.4 9,355,549 17.4 5.1 3,103,352 7.2

9,049,509 13.9 14.1 6,766,358 12.6 ▲25.2 6,659,551 15.5

9,044,318 13.9 14.1 6,766,112 12.6 ▲25.2 6,659,305 15.5

5,191 0.0 164.4 246 0.0 ▲95.3 246 0.0

26,173,861 40.2 6.1 24,260,849 37.3 ▲7.3 17,262,047 40.3 (ｸ)

6,360,358 9.8 ▲18.0 6,842,826 12.7 7.6 4,735,161 11.0

149,054 0.2 ▲52.0 165,051 0.3 10.7 112,243 0.3

7,369,512 11.3 ▲31.1 6,722,794 12.5 ▲8.8 6,159,629 14.4

3,587,691 5.5 4.2 3,680,716 6.9 2.6 3,565,082 8.3

13,878,924 21.3 ▲26.0 13,730,671 25.6 ▲1.1 11,007,033 25.7 (ｹ)

5,233,967 8.0 ▲5.3 5,669,306 10.6 8.3 5,232,468 12.2 (ｺ)

2,871,357 4.4 ▲9.6 392,916 0.7 ▲86.3 336,667 0.8 (ｻ)

(ｼ)

56,512,518 86.8 5.6 49,520,432 92.3 ▲12.4 39,148,115 91.3

8,550,612 13.1 8.4 4,109,149 7.7 ▲51.9 1,806,341 4.2

2,990,850 4.6 ▲7.5 1,264,240 2.4 ▲57.7 74,674 0.2

5,409,118 8.3 22.5 2,706,185 5.0 ▲50.0 1,637,645 3.8

149,220 0.2 ▲33.5 113,058 0.2 ▲24.2 93,361 0.2

- - 皆減 11,661 0.0 皆増 661 0.0

1,424 0.0 ▲79.6 14,005 0.0 883.5 - -

13,393 0.0 379.7 43,887 0.1 227.7 - -

- - ‐ - - - - -

8,564,005 13.2 8.5 4,153,036 7.7 ▲51.5 1,806,341 4.2 (ｴ)

65,076,523 100.0 6.0 53,673,468 100.0 ▲17.5 40,954,456 95.5
21.3

44.0

10.2

- -

▲34.6 5,309,900

-

12.4

--

8,354,409 5,466,690

-- -

公 債 費

（小　　　計）

繰 出 金

505.712.8

内

訳

元 利 償 還 金

一 時 借 入 利 子

維 持 補 修 費

物 件 費

うち人件費 (ｲ) + (ｴ)

同級団体負担金

歳出合計 ( ｳ )+( ｵ )( ｶ )

計

受 託 事 業

内
　
　
　
訳

普 通 建 設

国直轄・
県営事業負担金

補 助

単 独

投資･出資･貸付金

補 助 費 等
う ち 一 部 事 務 組 合
に 対 す る も の

（小　　　計）

うち臨時財政対策債

計 (ｳ)

積 立 金

前年度繰上充用金

扶 助 費

歳入合計

699,640歳入歳出差引額（ｱ）-（ｶ）

災 害 復 旧

失 業 対 策

8,310,440

(ｵ)

投

資

的

経

費

人 件 費

12.8

336,667

経常余剰額

災害復旧 -

失業対策 -

111,161

19.2

3,102,727 8.9

6,658,031 19.2

6,657,785

9.0

0.0

47.4

4,297,349 12.4

16,458,424

246

事 業 費 支 弁 に 係 る
職 員 の 人 件 費

(ｷ)-(ｼ)

(ｸ)+(ｹ)+(ｺ)+(ｻ)

30,898,109

3,806,888

経常収支比率 82.7%

計 89,415

普通建設 89,415

うち補助 6,626

82,789うち単独

普 通 建 設 事 業 費 の
財 源 充 当 比 率 (%)

7,588,559 17.7
14.1

国･県支出金15.3 ▲1.0

税        等▲74.3 1,922,832 174.8 1,922,832 4.5
地   方   債

▲20.3 8,228,357

1.0

経常一般財源充当額

0.3

5,401,562 15.6

3,111,326

28.3

12.4

9,810,072

4,292,946

19.36,697,666

34,704,997


